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税収効果（36 部門） 
 

このツールは、ある産業の需要額が増加した場合において、生産増加がもたらす県内への経済波及効果及び
税収効果を推計する場合に使用します。 

税収効果は、生産増加によって誘発される税収額を法人直接税、個人直接税、間接税の別に推計します。 
以下の事例を基にして、操作手順を解説します。 

＜事例＞ 
建設部門の県内需要が 100 億円増加した場合、本県経済に与える経済波及効果と税収効果を推計する。

 

1 「ご利用にあたって（必ずお読みください）」シートを確認する 

分析ツール使用上の注意点等を記載していますので、使用前にお読みください。

 

使用するシートは、以下の
7 つのシートです。 
・ご利用にあたって 

（必ずお読みください） 
・データ入力表 
・①結果 
・②表 
・③フロー 
・④グラフ（経済効果） 
・④グラフ（税収効果） 

経済波及効果
分析ツール⑨ 
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2 「データ入力表」シートに入力する 

1～5 を入力する。 

 

分析テーマを入力する。 
ここで入力した内容は 
「①結果」シート等に反映さ
れる。 

入力した需要増加額が「購入
者価格」なのか「生産者価格」
なのかを選択する。 
今回は市場流通のものを購入
するといった性質ではない
（生産投資そのもの）ため、
「生産者価格」を選択する。 
 
【補足説明】 
・「購入者価格」は、消費者が
実際に店で購入するときの価
格で、流通コスト（商業マー
ジン、貨物運賃）が含まれて
いる。 
・「生産者価格」は、生産者が
出荷するときの価格である。 
※「購入者価格」を選択した
場合、自動的に生産者価格に
変換される。 
 

第 2 次間接波及効果の算出で
使用する「消費転換係数」を
入力する。 
今回の分析では、現時点での
分析を行うため、直近の年次
の数字を採用することとし、
令和元年の消費転換係数であ
る「0.594」を入力する。 

金額の単位をプルダウンから
選択する。 
今回は「億円」を選択する。 

該当する部門に発生需要額を
入力する。 
今回は建設部門の需要額が
100 億円増加する事例なので、
「建設」欄に「100」を入力す
る。 
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3 「① 結果」シートの見方 

 

※「③フロー」シートも併せてご覧ください。 

(a) 直接効果 
直接効果とは、初期需要額の増加によって発生する県内生産額を示します。 
建設部門に直接効果（県内生産額）が 95 億円発生すると、建設部門は 50 億円の原材料等を購入

する一方で、粗付加価値 44 億円（うち雇用者所得 35 億円）と、従業者 1,316 人（うち雇用者 931
人）の就業が誘発されます。 

(b) 第 1 次間接波及効果 
第 1 次間接波及効果とは、直接効果として必要とされる財・サービスが生産されるときに必要とな

る原材料の購入によって誘発される生産を示します。 
直接効果の原材料投入額 50 億円のうち、県内で調達される県内自給額は 20 億円であり、この需

要増から 26 億円の生産が県内各産業に誘発されることになります。 
また、県内に生じた需要増により粗付加価値 13 億円（うち雇用者所得 7 億円）と、従業者 197 人

（うち雇用者 160 人）が誘発されます。 

(c) 第 2 次間接波及効果 
第 2 次間接波及効果とは、直接効果と第 1 次間接波及効果によって発生した雇用者所得が消費に回

り、その消費の拡大の結果、消費される製品の新たな生産が誘発されることを示します。 
直接効果と第 1 次間接波及効果による雇用者所得 41 億円のうち、消費に使われる額は消費転換係

数を乗じた 25 億円となり、県内需要額はこれに県内自給率を乗じて 13 億円となります。そして、
県内需要額 13 億円から 16 億円の生産が県内各産業に誘発されます。 

また、この際の需要増により粗付加価値 9 億円（うち雇用者所得 4 億円）と、就業者 142 人（う
ち雇用者 110 人）の就業が誘発されます。 

(a) 

(b) 
(c) 

(d) 

(e) 
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(d) 総合効果 
(a)の直接効果、(b)の第 1 次間接波及効果、(c)の第 2 次間接波及効果の合計 
建設部門に対する 100 億円の需要増加（県内生産額 95 億円の増加）により、全体として県内生産

額 95 億円の 1.38 倍に当たる 138 億円の生産を誘発します。 
また、粗付加価値額 65 億円（うち雇用者所得誘発額 46 億円）と、就業者 1,655 人（うち雇用者

1,202 人）が誘発されます。 
(e) 税収効果（法人直接税誘発税収額、個人直接税誘発税収額、間接税誘発税収額） 
  建設部門に対する 100 億円の需要増加（県内生産額 95 億円の増加）により、9 億円の税収が誘発

されます。 
   ※税収効果の推計方法 

①「平成 29 年度県民経済計算」（大分県統計調査課）を基に、法人直接税、個人直接税、間接税の別
に実効税率を推計 

②法人直接税誘発税収額は、営業余剰誘発額に比例するものと仮定し、営業余剰誘発額に実効税率を
乗じて推計 

③個人直接税誘発税収額は、雇用者所得誘発額に比例するものと仮定し、雇用者所得誘発額に実効税
率を乗じて推計 

④間接税誘発税収額は、粗付加価値誘発額に比例するものと仮定し、粗付加価値誘発額に実効税率を
乗じて推計 

4 「② 表」シートの見方 

「①結果」シートの生産誘発額、税収効果等について、部門ごとの内訳を確認することができます。 
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5 「③フロー」シートの見方 

「①結果」シートの生産誘発額等について、算出過程をフロー（流れ図）で確認することができます。 
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6 「④グラフ（経済効果）」シートの見方 

「②表」シートのうち、各部門の生産誘発額、粗付加価値誘発額及び雇用者所得誘発額をグラフで表現し
たものです。 

 

どの部門に経済波及効果が
及んでいるかをグラフで確
認することができます。 
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7 「④グラフ（税収効果）」シートの見方 

各部門の税収効果を法人直接税、個人直接税、間接税の別に積み上げ棒グラフで表現したものです。 

 

どの部門の税収効果が大き
いかをグラフで確認するこ
とができます。 


